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1. 制度の概要
（1）関税定率法による課税措置
航空機・宇宙機器用に輸入する部分品（含
む素材）は、基本的には関税定率法（以下「定
率法」）で定められている課税の範囲、税率
及び関税の減免等の適用を受けることになっ
ている。関税率は対象となる輸入品の品目に
よるが、概ね3%～5%である。
（2）暫定措置法による免税措置
航空機・宇宙機器用の一部の輸入品（含む
素材）は、定率法では課税されることになっ
ているが、技術的水準・特許権、規格の認定
や製造ライセンスを取得できない等の理由か
ら、国産困難な部分品が存在しており、国内
の航空宇宙産業を育成する等の観点から、一
定期間関税を免除する暫定的措置が講じられ

ている。本措置は3年毎に見直しが行われて
おり、今回は令和元年度の要望から3年振り
に暫定措置法の期間延長の要望を行ったもの
で、根拠法令の条文は暫定措置法第4条、同
施行令第7条である。
（3）暫定措置法による免税手続き
関税の免税措置を受けるためには、次の観
点から「輸入品が国産困難である理由」を輸
入企業が所管の税関に説明し、了解を得るこ
とが必要である。
一　 技術的水準、特許権及びその他の技術

的権利等の関係で生産できない場合
二　 国産品が規格認定を受けていない、ラ

イセンス生産で技術が非開示の場合
三　 国内で生産を計画しても、輸入品の価

格より著しく割高となる場合

現在、航空機及び宇宙機器用部品のうち、特に国産が困難とされる輸入品については、
関税暫定措置法（以下「暫定措置法」）により免税措置が講じられている。

本措置は令和5年3月31日に期限が到来することから、当工業会は令和4年6月に暫定
措置法に基づく期間延長を経済産業省（航空機及び宇宙機器用部品）及び国土交通省（航
空機の運航用部品）に要望した。両省は本制度の延長に向け検討を行い財務省へ説明を
行った結果、財務省「関税・外国為替等審議会」会長から鈴木財務大臣に対し「令和5年
3月31日に適用期限が到来する航空機部分品等の免税制度について、その適用期限を令
和8年3月31日まで3年間延長することが適当である」との答申が提出された（令和元年
12月16日）。引き続き、本年1月23日に召集された第211回通常国会での法案審議を経て、
令和5年3月31日付の官報にて関税定率法等の一部を改正する法律が公布された。

航空機及び宇宙機器用部品の
関税免税措置の期間延長
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四　 需要量が少なく企業採算に合わないた
め、生産をする企業等がいない場合

（4）暫定措置法4条の適用を受け免税される
品目（令和4年度の例）
一　航空機に使用する部分品
　　・ B777/B787用ヒンジ、ピン、ボルト、

F-15エンジン用ネジ、ナット等
二　 税関長の承認を受けた工場において航

空機及びこれに使用する部分品の製作
に使用する部分品の製作に使用する素
材

　　・ B777用板材、SH-60K用銅棒、P-1用
アルミ板、F-2用チタン材等

三　 人工衛星、人工衛星打上げ用ロケット、
これらの打上げ及び追跡に使用する装
置その他の宇宙開発の用に供する物品

　　・ H－ⅡA/ⅡBロケット用 ボルト、ナッ
ト、ピン等

四　 税関長の承認を受けた工場において上
記三に掲げる物品の製作に使用する素
材

　　・ H－ⅡA/ⅡBロケット用 板、管、棒、
樹脂等

2. 当会からの要望内容
（1）我が国の航空機及び宇宙機器の製造に使
用される部分品・材料の一部については、「技
術的に国内での生産が困難である」、或いは
「国産品が使用上不可欠の規格認定を受けて
いない」等の理由により国産品の使用が困難
なため、輸入せざるを得ない状況が続いてお
り、このような部分品・材料の輸入に際して
は、暫定措置法第4条により「本邦において
製作することが困難と認められるもの」に限
り、課税を免除する措置を講じて頂いている。

（2）本措置は、航空機及び宇宙機器を担う企
業の国際競争力の維持・向上にとって不可欠
となっているコスト削減に大変効果的な措置
であり、また、航空機及び宇宙機器の開発・
製造の競争力強化に寄与するとともに、航空
機及び宇宙機器の生産・技術基盤の維持・向
上に寄与するものと理解している。
（3）就いては、令和5年度以降も暫定措置法
第4条による免除措置の継続適用をお願いし
たい。
（4）暫定措置法の延長期間
・延長前： 令和 2年4月1日～令和 5年3月31

日
・延長後： 令和 5年4月1日～令和 8年 3月31

日

3. �航空機と宇宙の免税対象輸入額及び免税額
（実績額及び予定額）：別紙のとおり。

4. その他
（1）暫定措置法の期間延長要望の提出にあた
り、下記の関係企業の方々で法令条文別の輸
入額及び免税額の分類、免税部品の整理等に
関するデータのとりまとめ等、多大な協力を
いただいた。資料作成にご協力いただいた企
業に感謝申し上げたい。
　㈱IHI、㈱IHIエアロスペース、川崎重工業㈱、
新明和工業㈱、全日本空輸㈱、日本航空㈱、
日本飛行機㈱、㈱ＳＵＢＡＲＵ、三菱重工業
㈱、日立金属㈱　 計10社
（2）暫定措置法適用による航空機等の免税措
置を希望される会員企業におかれては、免税
措置の概要を説明しますので、当会までご連
絡願います。

［（一社）日本航空宇宙工業会　業務部長　杉原　康二］
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（単位：百万円）

年　度
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和2～4年度小計

輸入額 免税額 輸入額 免税額 輸入額 免税額 輸入額 免税額

航空機 32,746 1,206 15,505 536 33,776 1,195 82,027 2,936

宇　宙 147 7 135 6 183 6 466 20

計 32,893 1,213 15,640 542 33,959 1,201 82,492 2,956

年　度
令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和5～7年度小計

輸入額 免税額 輸入額 免税額 輸入額 免税額 輸入額 免税額

航空機 79,295 1,783 64,447 2,359 71,241 2,610 214,982 6,752

宇　宙 326 15 506 226 609 34 1,440 275

計 79,621 1,798 64,952 2,585 71,849 2,645 216,422 7,027
（注） 当工業会調べ（10社のデータによる）なお、小数点以下を四捨五入した関係で合計値が合わない。

免税対象輸入額及び免税額（実績額及び予定額）

別紙


